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国土地理院の電子地形図 200000『○○』及び電子地形図 25000『○○』を掲載 

国土地理院の数値地図 200000(地図画像)『○○』及び数値地図 25000(地図画像)『○○』を掲載 

表紙 概況、位置図 

 

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

①箇所番号、箇所名、所在地、調査機関、都道府県名は正しく記載されているか。 

・カルテと整合しているか確認する。 

 

②スケールバー、ノースマークは正しく記載されているか。 

・スケールは三角スケールでずれがないか確認する。 

 

③概況図、位置図の○の位置は調査対象箇所と整合しているか。 

・区域を中心として赤丸で示す。 

・位置図（S=1:25,000）では、危害のおそれのある土地の区域の形状を黒枠で示す。 

 

④図名が正しく記載されているか。 

・概況図（S=1:200,000）、位置図（S=1:25,000）を記載する。 

 

⑤国土地理院の電子地形図（または数値地図）を使用している旨の文章を記載しているか。 

・地形図は最新の電子地形図を使用する。 

・地理院申請は必要ないが、出所を明示する必要があるため以下の文章を記載する。 

 

  

①

②

②

③ 

③ 

④

①
⑤
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様式 0 調査理由及び調査関係者リスト  

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

①箇所番号、箇所名、所在地、都道府県名は正しく記載されているか。 

・カルテと整合しているか確認する。 

・調査年度は、業務着手時の年度を記載する。 

 

②調査年月日は正しく記載されているか。 

・現地調査開始年月日 

③地滑り区域名は正しく記載されているか。 

・ブロックが複数ある場合は A,B,C,…という形で記載をする。 

 

④調査理由は記載されているか。 

・「基礎調査作業として」と記載。 

 

⑤監督員、副監督員、調査担当者が正しく記載されているか。 

・氏名、役職、所属・部署名を記載する。必要に応じて役職等は追加・修正する。 

  

①

① 

② ③

⑤ 

④ 
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様式 1-1 公示履歴等 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

①箇所番号、箇所名、所在地、都道府県名は正しく記載されているか。 

 

②基礎調査履歴は正しく記載されているか。 

・調査年月は業務の完了月とする。 

・理由は「基礎調査作業として」とする。 

 

③地すべり防止区域は様式 3-3(2)の有無と整合しているか。 

・管内図、台帳等で有無を確認し、「地すべり防止区域」である場合は指定年月日、告示番号、区域名称、指

定面積、所管を記載する。 

・様式 3-3(2)の法規制区域・地区における「地すべり防止区域」の有無と整合をとる。 

 

④地すべり危険箇所・危険地区・危険地の欄が正しく記載されているか。 

・箇所番号、箇所名、箇所区分（危険箇所、防止区域）、箇所面積、所管を記載する。 

 

⑤砂防基盤図に関する情報は正しく記載されているか。 

・追加図化および修正図化を実施した場合は、「図化年度」に情報を追加し、「新規・修正の区分」を「修正」

とする。 

  

① 

② 

⑥

⑤

③ 

④ 

①

１巡目基礎調査については、公示履

歴は空白にする。 
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⑥土砂災害警戒区域等の重複は適切か。 

・公示済箇所のみを記載する。 

→客先に確認するほか、岩手県 HP（http://www2.pref.iwate.jp/~hp0607/）にて情報公開されているため、

そこで確認する。 

・「土砂災害特別警戒区域」が重複すれば、「土砂災害警戒区域」は記入しない。 
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様式 2-1 地滑り区域の特定図 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

①箇所番号、箇所名、所在地、都道府県名は正しく記載されているか。 

 

②スケール、ノースマーク、凡例は正しく記載されているか。 

・スケールバーは三角スケールでずれがないか確認する。 

・凡例と図面が整合しているか確認する。 

 

③図面の表示縮尺は適切か。 

・地滑り危険箇所(又は地滑り防止区域)全体が表示できる縮尺で作成する。 

・A4 もしくは A3 を基本とし、1：2500 で見づらい場合は、区切りのいい縮尺で作成する。 

 

④地形判読範囲は適切か。 

・人家の有無に関係なく、地すべり危険箇所（又は地すべり防止区域）の範囲内は地形判読を行う。 

・人家が無いと判断された範囲は、判読図を森林基本図や 2.5 万地形図等で代用してもよい。 

※調査対象範囲に人家がなく、今後の開発可能性が極めて低いと判断される場合は、発注者と調査実施の有無

を協議する。 

  

①

②

②

③ ④ 

①

②
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砂防基盤図と森林基本図を用いて地形判読を行った例 

 

 

  

砂防基盤図 

森林基本図 
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様式 2-2(1) 地形・地質状況等 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

①箇所番号、箇所名、所在地、都道府県名は正しく記載されているか。 

 

②地滑りブロック名、既往調査による地滑りブロックの番号、箇所区分が正しく記載されているか。 

・地滑りを判読、特定した最小単位となる地滑りブロック毎に作成する。 

地滑りブロック名：地滑りブロック名を記載。ブロックが複数ある場合、ブロック毎に記載。 

 既往調査による地滑りブロックの番号：既往資料にて抽出されたブロックを基に調査した場合、資料に記載 

されたブロック名を記載。 

 ※調査箇所が地滑り防止区域の場合、既往資料を基に調査を実施する必要がある。 

 箇所区分：様式 1-1 の「地すべり危険箇所・危険地区・危険地」の情報を基に記載。 

 

③資料調査結果は正しく記載されているか。 

・それぞれの項目について、資料の有無を記載する。有の場合、資料の内容を簡潔に記載する。 

 

④地形調査・現地調査結果が正しく記載されているか。 

・地滑りブロック頭部、側方部、末端部における地滑りの地形の明瞭性、地滑りブロックの明瞭性・活動性に

関する事項を記載する。 

・地滑りブロックの長さ、幅、層厚はブロックにおける最大値を入力する。 

・地滑りブロックより下方斜面において、明らかに土石等が到達しないと認められる区域がある場合、その旨

を記載する。  

① ② 

④ 

①

③ 

⑤ 
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⑤ブロックのランク区分は適切か。 

・ブロックのランク区分は、地滑りブロックの明瞭性・滑動性を把握して A～Dの 4ランクで区分する。 

 

 

 

地滑りブロックのランク区分（基礎調査マニュアル 地-33） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

【現地での確認ポイント】 

○地滑りブロックの明瞭性 

・滑落崖、陥没・凹地、側方崖、浸食谷、段差地形の位置・規模・新鮮さ 

・末端隆起・押出し地形、河川の異常屈曲、地形変換線（緩急線）の位置・規模・新鮮さ 

・その他、地滑り変動に関連して形成される微地形の位置・規模・新鮮さ 

 

○地滑りブロックの滑動性 

・後背亀裂・頭部の引張り亀裂・側方亀裂の連続性と延長方向、側方崩壊の有無 

・隆起・押出し現象、圧縮亀裂の有無・方向性と新鮮さ 

・構造物等（擁壁・道路・建築物等）の新しい変状の有無・分布・方向性と新鮮さ 

・その他、地滑りの滑動を示す現象の有無・分布・方向性と新鮮さ 
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項目 記入事項 記入例

地表水・地下水の状況 湧水の有無、湿地・池・沼の有無を記載 有・無

植生状況 主な植生の種類について記載 裸地、草地、竹林、広葉樹、針葉樹　など

土地利用状況 土地の利用状況について記載 耕作水田、放棄水田、畑、宅地、草地、林地　など

土質：粘性土、砂質土、礫混り土砂、風化岩盤、岩盤など

種類：堆積岩、火山岩、深成岩、変成岩、その他、不明　など

地質構造：流れ盤、受け盤、貫入岩の有無、断層破砕帯　など

亀裂、変形、目詰まりなど

破損箇所、亀裂方向、破損の程度を記載

地形・地質状況 基盤岩の地質時代、地質名、種類について記載

対策施設の状況
対策施設の変状の有無を確認し、変状がある場
合は地滑り活動によるものかどうかに着目し状
況を記載

様式 2-2(2) 地形・地質状況等 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

①箇所番号、箇所名、所在地、都道府県名は正しく記載されているか。 

 

②地滑りブロック名、既往調査による地滑りブロックの番号、箇所区分が正しく記載されているか。 

・地滑りを判読、特定した最小単位となる地滑りブロック毎に作成する。 

地滑りブロック名：地滑りブロック名を記載。ブロックが複数ある場合、ブロック毎に記載。 

 既往調査による地滑りブロックの番号：既往資料にて抽出されたブロックを基に調査した場合、資料に記載 

されたブロック名を記載。 

 ※調査箇所が地滑り防止区域の場合、既往資料を基に調査を実施する必要がある。 

 箇所区分：様式 1-1 の「地すべり危険箇所・危険地区・危険地」の情報を基に記載。 

 

③地形調査・現地調査結果は正しく記載されているか。 

・以下の表の項目について漏れがないよう記載する。 

・聞き取り調査による情報など、特筆すべき事例がある場合はその他特記事項に記載する。 

 

 

 

 

 

  

① ② 

③

①
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様式 2-3 過去の災害実績 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

①箇所番号、箇所名、所在地、都道府県名は正しく記載されているか。 

 

②地滑りブロック名、既往調査による地滑りブロックの番号、箇所区分が正しく記載されているか。 

・ブロックが複数ある場合はまとめて記載する。 

 

③過去の災害実績について、既往資料やヒアリング等で確認したか。 

・既往資料がないが、現地で災害状況がわかるものについては（斜面が少し崩れた等）、位置や写真を当様式

でとりまとめる。 

 

④災害実績がない場合、「災害実績なし」とコメントされているか。 

・「災害実績なし」と記載したテキストボックスを添付する。 

 

 

  

① 
② 

①

③ ④
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様式 2-4 資料調査結果図  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

①箇所番号、箇所名、所在地、都道府県名は正しく記載されているか。 

 

②地滑りブロック名、既往調査による地滑りブロックの番号、箇所区分が正しく記載されているか。 

・ブロックが複数ある場合はまとめて記載する。 

 

③地すべりブロックが記入された平面図・スケッチ等が添付されているか。 

・既往調査資料により、動態観測、地滑り現象、対策施設の位置、地すべりブロックについて整理する。 

 

＜収集すべき資料＞ 

 ・地質調査報告書 

 ・地すべり観測報告書 

 ・地すべり危険箇所点検結果 

 ・地すべりカルテ 

 ・地すべり対策施設台帳 

 ・地すべり被害報告 

 ・その他（工事記録、研究報告等の各種文献、など） 

 

  

① ② 

③ 

①
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様式 2-5 地形調査結果図  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

①箇所番号、箇所名、所在地、都道府県名は正しく記載されているか。 

 

②空中写真の諸元が正しく記載されているか。 

・撮影年月、縮尺を記載する。 

 

③地滑りブロック名、既往調査による地滑りブロックの番号、箇所区分が正しく記載されているか。 

・ブロックが複数ある場合はまとめて記載する。 

 

④スケール、ノースマーク、凡例は正しく記載されているか。 

・スケールバーは三角スケールでずれがないか確認する。 

・凡例と図面が整合しているか確認する。 

 

⑤地形判読に使用した空中写真が添付されているか。 

・地滑りブロック、地滑り方向等が整理されているか確認する。 

 

⑥図面の表示縮尺は適切か。 

・地滑りブロック全体が表示できる縮尺で作成する。 

・A4 もしくは A3 を基本とし、1：2500 で見づらい場合は、区切りのいい縮尺で作成する。 

  

①② ③ 

①

④ 

④

⑤ ⑥ 
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様式 2-6 現地調査結果図  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

①箇所番号、箇所名、所在地、都道府県名は正しく記載されているか。 

 

②地滑りブロック名、既往調査による地滑りブロックの番号、箇所区分が正しく記載されているか。 

・ブロックが複数ある場合はまとめて記載する。 

 

③スケール、ノースマーク、凡例は正しく記載されているか。 

・スケールバーは三角スケールでずれがないか確認する。 

・凡例と図面が整合しているか確認する。 

 

④地すべりブロックが記入された平面図・スケッチ等が添付されているか。 

・現地調査で確認した現象、地滑りブロックについて記載する。 

・ブロックの基礎的な資料となるため、『明瞭』『不明瞭』の最終判断を整理する。 

 

⑤図面の表示縮尺は適切か。 

・地滑りブロック全体が表示できる縮尺で作成する。 

・A4 もしくは A3 を基本とし、1：2500 で見づらい場合は、区切りのいい縮尺で作成する。 

  

①② 

①

④ ⑤ 

③

③

③
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様式 2-7 地形及び人工構造物の状況図  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

①箇所番号、箇所名、所在地、都道府県名は正しく記載されているか。 

 

②地滑りブロック名、既往調査による地滑りブロックの番号、箇所区分が正しく記載されているか。 

・ブロックが複数ある場合はまとめて記載する。 

 

③スケール、ノースマーク、凡例は正しく記載されているか。 

・スケールバーは三角スケールでずれがないか確認する。 

・凡例と図面が整合しているか確認する。 

 

④地すべりブロックが記入された平面図・スケッチ等が添付されているか。 

・砂防基盤図を背景とし、地形及び人工構造物を図示する。 

・主に地滑り末端より下方の斜面（河川、渓流の有無、対岸地形など）、および地滑り方向を規制するような

側方部の尾根などについて注記する。 

・人工構造物との比高差、コメントを記載する。 

・地形図と大きく異なる改変があった場合はその状況を記載する。 

 

⑤図面の表示縮尺は適切か。 

・地滑りブロック全体が表示できる縮尺で作成する。 

・A4 もしくは A3 を基本とし、1：2500 で見づらい場合は、区切りのいい縮尺で作成する。 

①

② 

①

④ ⑤ ⑥ 

③

③
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⑥区域設定に影響する微地形及び人工構造物等がない場合、「区域を規制する微地形等なし」とコメントされ

ているか。 

・区域を規制する微地形等がない場合は、「区域を規制する微地形等なし」と記載したテキストボックスを添

付する。 
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様式3-1  危害のおそれのある土地等の設定図 及び 建築物に作用すると想定される衝撃に関する

事項 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

①箇所番号、箇所名、所在地、都道府県名は正しく記載されているか。 

 

②地滑り区域名、ランク区分、箇所区分が正しく記載されているか。 

・図面に表示されている地滑り区域名を記載する。 

 

③スケール、ノースマーク、凡例は正しく記載されているか。 

・スケールバーは三角スケールでずれがないか確認する。 

・凡例と図面が整合しているか確認する。 

 

④図面の表示縮尺は適切か。 

<地滑り区域が 1つの場合> 

・図面の表示縮尺は 1:2,500 とし、危害のおそれのある土地の区域全体が表示できているか確認する。 

・A4 サイズで区域全体が表示できない場合は、1:2,500 で表示できる用紙サイズ（最大 A0 サイズ）で図面を

出力する。 

 

<地滑り区域が複数の場合> 

・区域全体を表示した図面（区切りのいい縮尺で最大 A3 サイズ）及び区域ごとの図面（縮尺 1:2,500、最大

A0 サイズ）を作成する。 

①② 

①

③ ④ 

⑤ ⑥ ⑦ ⑧ 

⑪

③

③

－ － － 

⑨ 

⑩ 
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⑤最新の区域設定を反映しているか。 

・ブロック形状、移動方向が様式 2-7、3-3、3-4、3-6、4-3 と整合しているか確認する。 

・危害のおそれのある土地の区域の形状は様式 3-3、3-4、3-6、4-3 と整合しているか確認する。 

※統合前のブロックでの設定は必要ない 

 

⑥ブロック長・ブロック幅が様式 3-2(1)と整合しているか。 

・図面に記載されているブロック長・ブロック幅が様式 3-2(1)と整合しているか確認する。 

 

＜様式 3-2(1)＞ 

 

 

 

＜様式 3-1＞ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

⑦ブロック下方の危害のおそれのある土地の区域の設定は適切か。 

対岸止め地形がなく、ブロック長が 250m 未満の場合 

→ブロック長＝ブロック下方の危害のおそれのある土地の区域長 となる 

対岸止め地形がなく、ブロック長が 250m 以上の場合 

→ブロック下方の危害のおそれのある土地の区域長は 250m となる 

⑧統合による区域形状の変化が反映されているか。 

・統合により移動層厚が変わる場合、区域形状がそれを反映しているか確認する。 

・対岸地形等で区域が規制される場合、統合前後で土石等の到達範囲が変わる場合があるため確認が必要。 

 

地滑りブロック統合の有無による区域形状の違い（基礎調査マニュアル 地-40） 



 - 18 -

⑨危害のおそれのある土地の区域の外枠は黒で縁取られているか。 

・危害のおそれのある土地の区域が重複した場合に個々のブロックを判別できるよう、凡例に合わせて外枠を

黒で縁取る。 

 

⑩縦断線が正しく記載されているか。 

・様式 4-4 で挿入する縦断面図を作成した位置がわかるよう、ラインを表示する。 

・地滑り区域が地形に規制されている場合、縦断線は地滑りブロック全体に沿った形で計測されているか確認

する。 

 

 

 

 

⑪著しい危害のおそれのある土地の区域が設定されている場合、「土石等の移動により建築物の地上部に作用

すると想定される力」は正しく記載されているか。 

・危害のおそれのある土地の区域のみの設定の場合は「－（ハイフン）」とする。 

  

区域全体に沿った縦断線 

地滑り方向に平行な縦断線 

地滑り方向○ 

× 
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様式 3-2(1) 危害のおそれのある土地等の調査等 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

①箇所番号、箇所名、所在地、都道府県名は正しく記載されているか。 

 

②地滑り区域名、ランク区分、箇所区分が正しく記載されているか。 

・最終的に区域設定を行った地滑り区域名を記載し、区域毎に作成する。 

 

③地滑り区域の長さ・幅は様式 4-1、4-2 と整合しているか。 

 

④危害のおそれのある土地等の面積は正しいか、また様式 2-1 と整合しているか。 

・危害のおそれのある土地の区域の面積は、著しい危害のおそれのある土地の区域を含む面積となる。 

・危害のおそれのある土地の区域のみの場合、著しい危害のおそれのある土地の区域の面積には「0」を記載 

する。 

・区域設定を行ったブロックが複数ある場合は、合計面積とブロック毎の内訳を記載する。 

 

⑤土地利用の評価は様式 3-4 の平面図と整合しているか。 

・ある場合は「○」、無い場合は「－」を記載する。 

⑥危害のおそれのある土地等に含まれる人家、公共的建物及び要配慮者利用施設の戸数の計上は正しいか、ま

た様式 3-3 の平面図と整合しているか。 

・危害のおそれのある土地の区域の人家戸数は、著しい危害のおそれのある土地の区域を含む戸数となる。 

・人家、公共的建物がない場合「0」を記載する。 

①②

①

③ 

④
⑤

⑤

⑧

⑧

⑥

⑦

⑦

⑥ 
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⑦危害のおそれのある土地等に含まれる公共施設等の状況は正しいか。 

 

⑧警戒避難体制に関する記載内容について、地域防災計画、ヒアリング等で確認したか。 

・資料調査、市町村の担当者にヒアリングを実施し最新情報を記載する。 

※平成 14 年度「土砂災害防止法に係る区域設定事前調査業務」報告書及びデータは使用しない 
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様式 3-2(2) 危害のおそれのある土地等の調査等 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

①箇所番号、箇所名、所在地、都道府県名は正しく記載されているか。 

 

②地滑り区域名、ランク区分、箇所区分が正しく記載されているか。 

・最終的に区域設定を行った地滑り区域名を記載し、区域毎に作成する。 

  

①

①

④

③
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③法規制区域・地区の有無は正しく記載されているか。 

・運用マニュアル基礎調査編 1.4 を参照し、最新の指定状況が必要な項目は資料調査を実施する。 

 

 

④備考に出典が記載されているか。 
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様式 3-3 人家等の建築構造状況図  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

①箇所番号、箇所名、所在地、都道府県名は正しく記載されているか。 

 

②地滑り区域名、ランク区分、箇所区分が正しく記載されているか。 

・最終的に区域設定を行った地滑り区域名を記載し、区域毎に作成する。 

 

③スケール、ノースマーク、凡例は正しく記載されているか。 

・スケールバーは三角スケールでずれがないか確認する。 

・凡例と図面が整合しているか確認する。危害のおそれのある土地の外枠は黒で縁取る。 

 

④図面の表示縮尺は適切か。 

・危害のおそれのある土地の区域全体が表示できているか確認する。 

・A4 もしくは A3 を基本とし、1：2500 で見づらい場合は、区切りのいい縮尺で作成する。 

 

⑤人家がある場合、様式 3-2(1)に記載した戸数と整合しているか。 

・様式 3-2(1)に記載した危害のおそれのある土地及び著しい危害のおそれのある土地の人家戸数とシンボル

の数の整合を確認する。 

・著しい危害のおそれのある土地内にある人家については、建築構造が記載しているか確認する。 

①②

①

③ 

④ ⑤ ⑥ 

⑦ ⑧ ⑨

③ 
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⑥公共的建物及び要配慮者利用施設がある場合、様式 3-2(1)に記載した戸数と整合しているか。 

・様式 3-2(1)に記載した危害のおそれのある土地及び著しい危害のおそれのある土地の公共的建物及び要配

慮者利用施設とシンボルの数の整合を確認する。 

・著しい危害のおそれのある土地内にある公共的建物及び要配慮者利用施設については、建築構造が記載して

いるか確認する。 

・公共的建物及び要配慮者利用施設がある場合、施設名称を旗揚げする。 

 

⑦共同住宅がある場合、戸数が旗上げされているか。 

 

⑧区域に含まれる建物が明確に図示されているか。 

・シンボル（●）は主たる建物に図示する。 

・DM 及びオルソ画像にない建物（保全対象となるもの）を発見した場合は、図面に直接建物形状を図示

する。 

・DM 及びオルソ画像にある建物を現地で確認した結果、存在しない建物は図面の建物形状の上に×印を

図示する。 

 

⑨区域内に保全対象となる建物がない場合、「人家等なし」とコメントされているか。 

・区域内に保全対象となる建物がない場合は、「人家等なし」と記載したテキストボックスを添付する。 
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様式 3-4 土地利用状況図 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

①箇所番号、箇所名、所在地、都道府県名は正しく記載されているか。 

 

②地滑り区域名、ランク区分、箇所区分が正しく記載されているか。 

・図面に表示されている地滑り区域名を記載する。 

 

③スケール、ノースマーク、凡例は正しく記載されているか。 

・スケールバーは三角スケールでずれがないか確認する。 

・凡例と図面が整合しているか確認する。危害のおそれのある土地の外枠は黒で縁取る。 

 

④図面の表示縮尺は適切か。 

・危害のおそれのある土地の区域全体が表示できているか確認する。 

・A4 もしくは A3 を基本とし、1：2500 で見づらい場合は、区切りのいい縮尺で作成する。 

 

⑤図面は DM＋オルソとなっているか。 

 

⑥公共的建物及び要配慮者利用施設がある場合、施設名称が旗揚げされているか。 

 

  

①② 

③ 

①

④ ⑤ 

③



 - 26 -

様式 3-5 宅地開発の状況及び建築の動向 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

①箇所番号、箇所名、所在地、都道府県名は正しく記載されているか。 

 

②各項目の数値は適切か。 

・平成 14 年度「土砂災害防止法に係る区域設定事前調査業務」報告書及びデータを使用する。 

 

 

  

①

①

② 
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様式 3-6 現地写真・スケッチ等の位置図 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

①箇所番号、箇所名、所在地、都道府県名は正しく記載されているか。 

 

②地滑り区域名、ランク区分、箇所区分が正しく記載されているか。 

・最終的に区域設定を行った地滑り区域名を記載し、区域毎に作成する。 

 

③スケール、ノースマーク、凡例は正しく記載されているか。 

・スケールバーは三角スケールでずれがないか確認する。 

・凡例と図面が整合しているか確認する。危害のおそれのある土地の外枠は黒で縁取る。 

 

④図面の表示縮尺は適切か。 

・危害のおそれのある土地の区域全体が表示できているか確認する。 

・A4 もしくは A3 を基本とし、1：2500 で見づらい場合は、区切りのいい縮尺で作成する。 

 

⑤写真の位置・向き・番号が様式 3-7 と整合しているか。 

・写真位置・向き・番号が様式 3-7 に記載されている写真と整合しているか確認する。 

・写真位置が密集している場合は、引き出し線を使用してわかりやすく表記する。 

・写真番号は丸番でなくてもよい。 

  

① 
②

①

③

④ ⑤ 

③ 

③ 
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様式 3-7 現地写真・スケッチ等 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

①箇所番号、箇所名、所在地、都道府県名は正しく記載されているか。 

 

②地滑り区域名、ランク区分、箇所区分が正しく記載されているか。 

・最終的に区域設定を行った地滑り区域名を記載し、区域毎に作成する。 

③必要な写真が整理されているか。 

・以下の内容について写真が整理されているか確認する。 

 
 

④ブロック輪郭や滑落崖、地滑り方向等が写真上に簡易スケッチで示されているか。 

・植生等で写真ではわかりづらい部分については、写真に簡易スケッチを挿入する。 

 

⑤コメント欄に調査年月日が記載されているか。 

写真整理項目 備考

①遠景・全景 斜面及び保全対象の状況把握

②地滑りブロックの輪郭 頭部（滑落崖）、末端、左右側部を示す写真

亀裂、隆起・押し出し等による段差地形、崩壊

コメントが様式2-5及び4-2の根拠と整合しているか確認する。

亀裂やはらみ出し等の変状がないか確認する。

ポールやスタッフを使用し、概ねの寸法が確認できるようにする。

⑤公共的建物等の状況 公共的建物、災害時要配慮者関連施設、避難場所などを撮影する。

⑥土地利用状況 主な土地利用状況や平坦面の利用状況を撮影する。

⑦明らかに土石等の到達しない範囲の状況 区域設定に影響を及ぼす逆勾配斜面、河川、人工構造物等を撮影する。

⑧現地地形とDMに著しい差異が認められる範囲の状況 様式2-6（現地調査結果図）に現地形を再現しとりまとめる。

⑨地表水・地下水の状況を示す写真 湧水、湿地・池・沼など

⑩地質状況 地質の種類、地層の走向・傾斜がわかる写真

⑪植生状況

⑫その他

③地滑りブロックの活動性を示す写真

④対策施設の状況

① 

①

⑤

③ ⑥ 

② 

④
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様式 4-1 地滑り区域設定根拠 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

①箇所番号、箇所名、所在地、都道府県名は正しく記載されているか。 

 

②地滑り区域名、ランク区分、箇所区分が正しく記載されているか。 

・最終的に区域設定を行った地滑り区域名を記載し、区域毎に作成する。 

 

③統合ブロックの情報が正しく記載されているか。 

・ブロック名、ランク区分、地滑りブロック形状が様式 2-2(1)と整合しているか確認する。 

・ブロックを統合した根拠を記載する。 

 

④地滑りブロックの統合の判断は適切か。 

・以下の事例が確認できた場合は、地滑りブロックを統合し複合ブロックとして区域設定を行う。 

 ・複数の地滑りブロックが隣接し、連鎖して滑動する場合 

 ・複数の地滑りブロックが上下に接し、一体で滑動する場合 

  

① ②

①

⑤ 

③ ④ 
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地滑りブロックの形態の違いによる危害のおそれのある土地等の設定例（基礎調査マニュアル 地-38・39） 

 

⑤地滑り区域の情報が正しく記載されているか。 

・現地調査結果が正しく反映されているか確認する。 
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様式 4-2 危害のおそれのある土地等の設定根拠 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

①箇所番号、箇所名、所在地、都道府県名は正しく記載されているか。 

 

②地滑り区域名、ランク区分、箇所区分が正しく記載されているか。 

・最終的に区域設定を行った地滑り区域名を記載し、区域毎に作成する。 

 

③地滑り区域の地質状況が正しく記載されているか。 

・長さ、幅、方向が様式 3-1 と、層厚が様式 4-4 と整合しているか確認する。 

 

④地質状況が正しく記載されているか。 

・地滑りの分類／種類、地滑り地塊の土質、基盤地質名が様式 2-2(2)と整合しているか確認する。 

・土質定数は、地滑り防止対策事業や土質試験が実施されている場合はその値を用いる。それ以外の地滑り区

域については、γ=18kN/m3、φ=25°を一般値として使用する。 

 

⑤危害のおそれのある土地等の設定状況が正しく記載されているか。 

・地滑り方向の設定根拠が様式 2-2(1)と整合しているか確認する。 

・区域の長さ・幅が様式 3-1 と整合しているか確認する。 

・著しい危害のおそれのある土地の区域が設定されていない場合、該当項目には「－」を入力する。 

 

  

① ②

①

③ 

④

⑤ 
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様式 4-3 地滑りが発生した場合において、地形の状況により明らかに地滑り地塊の滑りに伴って

土石等が到達しないと認められる土地の区域の設定図 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

①箇所番号、箇所名、所在地、都道府県名は正しく記載されているか。 

 

②地滑り区域名、ランク区分、箇所区分が正しく記載されているか。 

・最終的に区域設定を行った地滑り区域名を記載し、区域毎に作成する。 

 

③スケール、ノースマーク、凡例は正しく記載されているか。 

・スケールバーは三角スケールでずれがないか確認する。 

・凡例と図面が整合しているか確認する。 

 

④図面の表示縮尺は適切か。 

・危害のおそれのある土地の区域全体が表示できているか確認する。 

・A4 もしくは A3 を基本とし、1：2500 で見づらい場合は、区切りのいい縮尺で作成する。 

 

⑤明らかに土石等の到達しない土地の区域が正しく評価されているか。 

・明らかに土石等の到達しない土地の区域がある場合、その範囲を図示し根拠を記載する。 

・対岸斜面が逆勾配の場合、土砂の到達する範囲は、河床または谷地形の底点から最大地滑り層厚分の高さと

なる。 

① 

①

② 
④ ⑤ 

③ 
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地滑り区域下方の対岸に逆勾配の斜面がある場合の土石等の到達範囲（基礎調査マニュアル 地-61） 

 

・地形（尾根）によって地滑り方向が規制される場合は、尾根にかかる区域・尾根をまたぐ区域を「明らかに

土砂が到達しない範囲」として区域設定から除外する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

区域から除外 

尾根によって区域が規制される場合の区域設定例
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⑥区域の規制がない場合、“「明らかに土石等が到達しないと認められる土地の区域」は存在しない”とコメン

トされているか。 

・“「明らかに土石等が到達しないと認められる土地の区域」は存在しない”と記載したテキストボックスを添

付する。 
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様式 4-4 危害のおそれのある土地等の設定断面図 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
①箇所番号、箇所名、所在地、都道府県名は正しく記載されているか。 

 

②地滑り区域名、ランク区分、箇所区分が正しく記載されているか。 

・最終的に区域設定を行った地滑り区域名を記載し、区域毎に作成する。 

 

③凡例は正しく記載されているか。 

・凡例と断面図が整合しているか確認する。 

 

 

④断面図と区域設定が整合しているか。 

・ブロック下方の区域長が様式 3-1、層厚が様式 4-2 と整合しているか確認する。 

・断面図は見やすいよう適宜拡大・縮小する。 
 

⑤最大層厚はすべり面から鉛直方向で計測されているか。 

・最大層厚を計測した箇所に、地滑り面から地表面へ鉛直方向に矢印を入れ、最大層厚を記載する。 

 

 

 

 

① ②

①

④ 

③

⑤ 

垂直方向と鉛直方向の違い

鉛直方向 
垂直方向 

× ○ 



 - 36 -

・縦断形状からの推定すべり面層厚と、ブロック幅の 1/7 から推定した最大層厚を確認し、妥当性について検

証する。 

 

推定すべり面を設定する際の留意点（基礎調査マニュアル 地-30） 

（地滑りブロック最大幅）/7 を適用した場合、すべり面形状が不自然となる事例 
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様式 4-5 著しい危害のおそれのある土地等の設定に関する計算結果 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
①箇所番号、箇所名、所在地、都道府県名は正しく記載されているか。 

 

②地滑り区域名、ランク区分、箇所区分が正しく記載されているか。 

・最終的に区域設定を行った地滑り区域名を記載し、区域毎に作成する。 

・著しい危害のおそれのある土地等がない場合はまとめて記載して構わない。 

 

③計算結果が正しく記載されているか。 

 

④著しい危害のおそれのある土地等がない場合、「著しい危害のおそれのある土地等は無い」とコメントされ

ているか。 

・「著しい危害のおそれのある土地等は無い」と記載したテキストボックスを添付する。 

 

 

① 

著しい危害のおそれのある土地等は無い 

①

② 

③

④ 


